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Ｉ。問題の所在及び研究の目的
中学校社会科地理的分野における「日本の諸地
域
」習は、学習指導要領が改訂されるたびに大
きく変化してきた
。それに伴い、中学校の教育現
場では授業構成のあり方や高校入試への対応など
に苦慮してきた。
平成20（2008）年３月の『中学校学習指導要領』
の告示により
、「日本の諸地域」学習は、平成10
年版から次のようにように改訂された。
(
平成10年版)
２つ又は３つの都道府県を選んで地域的特色をとらえる長驚温石轄兼Ｏ白奥効 ＯＯ之゛ )
(平成20年版)j日本を幾つかの地域に区分し、それぞれの地域について、驚なﾌ回ﾟ答回註記倥晉竺言入
域的特色をとらえさせる学習
これまでの匚日本の諸地域」学習においては、
より多くの知識を詰め込むことが重視がされ
、習
得した知識を活用する場が組み込まれていなかっ
た
。今回の学習指導要領の改訂により、習得した
知識を新たな学習場面で活用し
、課題を解決して
いくことが重視されることとなった
。この習得し
た知識の活用場面をどのように授業に組み込むか
が平成20年版匚日本の諸地域」学習を構想するう
えで重要である。
本研究の目的は
、習得した知識の活用場面を組
み込んだ平成20年版厂日本の諸地域」学習の授業構成理論とそれに基づく授業モデルを提案するこ
とであるＯ
研究仮説は、以下のとおりである。
習得した知識の活用場面を授業過程に
、意図
的・計画的に組み込むことができれば、習得し
た知識を段階的に発展させることが可能となり、社会認識に有効となるＯ
-
皿
。「日本の諸地域」学習の変遷
１
．平成元年版までの「日本の諸地域」学習
昭和31 (1956)年２月に示された『中学校学習
指導要領』（昭和30年版）から社会科地理的分野に
おいて行われることとなった匚日本の諸地域
」と
呼ばれる日本の地誌学習は
、昭和33 (1958)年、
昭和44 (1969)年
、昭和52 (1977)年の３回の中
学校学習指導要領改訂においても基本的なスタイルは変わらなかった。
具体的には
、日本を九州、中国・四国、近畿、
中部
、関東、東北、北海道の７つの地方に区分し、
順にそれぞれの地方を幾つかの内容項目（昭和52
年版では
、位置と歴史的背景、自然の特色、資源
の開発と産業
、人口と居住、他地域との結び付き）
で学習する地誌学習が展開された
。
岩田
一彦は「この結果、中学校社会科地理は、
国名
・地名、産業、風俗等が無数に出てくる知識
羅列型の静態的地誌学習の典型を呈することになっ
た
。」1）と述べている。このような学習は、各項
目を区分された地域を見る匚窓」と見立てること
から匚窓方式」の学習ともいわれた。
平成元(1989)年版中学校学習指導要領（以下平
成元年版）では
、匚日本の諸地域」学習において
地域を見る観点が５項目から４項目（自然と人々
、
産業と地域
、居住と生活、地域の結びつき変化）
となった
。また、各地域の学習では、静態的な地
誌学習から各項目の扱いに軽重をつけた動態的な
地誌学習を展開することが可能となったものの実
際の指導においては、従前の静態的な地誌学習が
多く行われた。
この平成元年版までの匚日本の諸地域」学習には、以下の課題があった。
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①　取り扱う地域は違っても
、自然、産業、居住
といった教材構成のパターンが画一的で羅列的な知識詰め込みの学習に陥る傾向がある。
②　静態的な地誌学習が今日の社会の激しい変
化に対応しておらず
、詰め込んだ知識は寿命
が短く、転移性も乏しいため、知識としてはかなり質が低い。
③　最初の地域の学習内容・方法と最後の地域
の学習内容・方法に
、ほとんど差がなく、地
理的な見方・考え方の成長がない。
２
。平成10年版の「日本の諸地域」学習
平成10年版の匚日本の諸地域」学習には次のよ
うな課題があるＯ
（1）事例学習としての課題
平成10年版の「‾日本の諸地域」学習は、冂つ
又は３つの都道府県を事例として選び
、具体的に
取り扱うようにすること」2）とあることから一般
に事例学習と呼ばれている
。
しかし
、この学習は、その背景となったイギリ
スにおけるサンプルスタディやアメリカのケース
スタディ
、ドイツの範例学習といった諸外国の事
例学習とは本質的に異なる
。これら３つの学習方
法は
、その成立の背景や細かな考え方において違
いもあるものの、次のような共通する３つの特徴
をもっている。
①教える知識を精選している。
②具体的事例の分析から一般的概念・法則的
知識の獲得へと進んでいる。③仮説一検証という科学的探究の方法を組み
込んでいる。
このことから寺尾健夫は、事例学習は「法則的、
概念的知識の習得と認識方法の育成の両面で有効
である
。」3）としている。つまり、事例学習の利
点は
、具体的事例で学習することにより法則的、
概念的知識の習得と認識方法の育成との両面に有
効なことにある。
岩田は、平成10年版の学習指導要領について次
のように述べている。
現行の学習指導要領は学び方を習得させれば
、後
は生徒が自ら学ぶということを基本的考え方として
いる。しかし、実態はそ･の内容の学習にとどまって
しまっている几
このように岩田は、平成10年版の匚日本の諸地
域
」学習が事例を通して学ぶのではなく、事例そ
のものの学習となっていることを指摘している
。
（2）動態的な地誌学習としての課題
平成10年版の匚日本の諸地域
」学習では、静態
的な地誌学習
・動態的な地誌学習・比較関連させ
る地誌学習が展開された
。平成10年版の匚日本の
諸地域
」学習のねらいは、地域的特色をとらえる
ための視点や方法を身に付けさせることにある
。
そのためには、当然地域的特色をまとめる段階が
必要である。
中本和彦は
、動態的な地誌学習における地域的
特色の把握について
、次のように述べている。
授業は事象Ａに関連する他の事象を次々と関連付
け
、網の目のように広がる事象Ａを中心とした事象
の連鎖を拡大させながら進むことになる
。網の目の
密度が濃く
、連鎖の範囲が広ければ広いほど、授業
者が特徴的と解釈した事象Ａの特徴としての度合い
が増すこととなる
。そして、その事象Ａが、地域の
特徴的な事象として学習者に刷り込まれていく5）
。
この結果
、学習後に厂ラテンアメリカつて、ど
んなところ？」と問われた場合、学習者は例えば
匚リオのカ
ニーバル」といった特徴的とされる事
象Ａを答える
。つまり、地域の特色が特徴的とさ
れる事象にすり替わる危険性を指摘している
。
また
、岩田は平成10年版匚日本の諸地域」学習
において
、動態的な地誌学習で学習した場合の地
域的特色のまとめ方の課題を次のように指摘して
いる。
これまでの動態地誌としての実践および研究成果
は
、最終目標である匚地域的特色としてまとめる」
部分の内容が
、必ずしも地誌になっていない場合が
多い
。この充実が今後の課題である6）Ｏ
このように平成10年版匚日本の諸地域」学習に
おいては、地域的特色のまとめ方に問題があった
ことが分かる。
以上の分析・検討から平成10元年版匚日本の諸
地域」学習には、以下の課題があったと整理する
ことができる。
①　学校現場では
、授業時数の削減に伴う内容
の精選のための手段としての側面が大きくとらえられている。
－82－
②　事例を通して学ぶのではな く、事例そのも
のの学習となっている。そのため、事例を通
して法則性や概念的知識を習得するという学
習 にはなっていない。
③　問いの設定・仮説・検証という科学的探究
の方法に基づ く学習が展開されていないた
め、法則性や概念的知識の探究方法を生徒が
身 につける学習となっていない。つまり、現
実には、学び方を学ぶ学習とはなっていない。
④　学習の最後 の段階の地域的特色としてまと
める部分の内容があいまいである場合が多い。
⑤　 匚○○という地域は△△ というところであ
る」というように学習者が地域的特色＝単に
地域の特徴的とされる事象、と短絡的にとら
える危険性がある。
Ⅲ．平成20年版中学校学習指導要領における｢ 日
本の諸地域｣ 学習の授業分析
１．平成20年版｢ 日本の諸地域｣ 学習の特徴
平成20 年版の 匚日本の諸地域｣ 学習は 匚日本を
幾つかの地域に区分し、それぞれの地域の特色あ
る事象や事柄を他の事象と有機的に関連付けて追
究する活動を通して、 日本の諸地域の地理的特色
をとらえさせることヱ) をねらいとしているＯ
地域の特色を羅列的、並列的に扱うのではなく例
示した考察の仕方を基に、動態的に地域的特色を
とらえさせることでこれまでの 匚日本の諸地域｣
学習の課題に対応しようとしている。
しかし、今回も応用力のある、 より質の高い知
識を段階的に習得させるための方法や学習のまと
め段階にあたる地域的特色のまとめ方などについ
ては具体的に示されていない。
２．先行授業実践及びモデル分析の視点
平成20 年版 匚日本の諸地域｣ 学習の先行授業実
践及びモデル10事例を分析した。その際の視点は、
これまでの課題の分析から以下の４つとする。
(1)分析視点１：問いと習得される知識のレベル
(2)分析視点２：習得知識の活用および成長
(3)分析視点３：地域的特色のまとめ方
(4)分析視点４：合理的意志決定過程への発展
３．先行授業実践及びモデル分析の結果
剛分析視点１
-
【表１】分析対象授業一覧
N0. 編者など 主題／副題 地域区分 中核考察
１ 文部科学省 歴史 的背景を中核とした考察8） 北海道地方 歴史 的背景
２ 文部科学省 産業を 中核とした考察9） 中部地方 産業
３ 寺 町敏朗
産業を中核 とした考察「九州 地
方 尹
九州地方 産業
４ 藤原正 治 歴史的背景を 中核とし た考 察に
よる 厂北海道地方｣11)
北海道地方 歴史 的背景
５ 高山昌之 日本の諸地域 厂九州地方｣12) 九州地方 自然環境
６ 桑原敏典
近 畿地 方 と 他地 方 と の結 びつ
き13）
近畿地方 他地域との
結び付き
７ 戸田克典 伊勢湾を 中心 にした結びつき14） 東海地方
他地域との
結び付き
８ 塩満貞徳 関東地方(｢ 日本 の諸地域｣)15) 関東地方
他地域との
結び付き
９ 小谷恵津子 近畿地方 の特色を見つけよう16） 近畿地方 生活・文化
10 谷　 聡
人 口や都市・村落を 中核とした
考察(中国・四国地方)17)
中国・四国
地方
人口付 詐･
村落
平成20年版｢ ‾中学校学習指導要領解説社会編｣
(以下 匚解説編コ に示された２つ の学習展開例の
うち学習問題がＨＯＷ型で設定されているNo.l よ
り もWhy 型のNo.2 の方が、より質の高い知識が
習得される授業構成となっているといえる。他の
８事例のうち５事例の授業で中核となる学習問題
は、Why 型で設定されてい る。 また、 それら ５
事例すべてで、説明的知識が習得されており、 こ
のうち４事例では、概念的知識の習得まで に至っ
てい る。 反対に、 ８事 例のうち残りの３事例は
Ｗｈｙ型以外の問いであり、 習得される知識は記
述・分析的知識のレベルにとどまっている。 この
ことは、問いの違いが習得される知識の違いに関
係していることを示している。
(2)分析視点２：習得知識の活用および成長
単元内で習得した知識を 匚問いの発見｣、｢‾仮説
の設定｣、｢‾仮説 の検証｣ のそれぞれの学習過程に
意図的・計画的に活用する場面が設定されている
かどうか、また、 これら習得知識の活用場面を経
て、知識の成長を図ることを意図しているかどう
かを分析した。
その結果、10 事例中８事例において習得知識の
活用およびそれによる習得知識の成長は全く意図
されていない。
(3)分析視点 ３：地域的特色のまとめ方
地域的特色のまとめ方を、記述・分析的知識羅
列型、説明的知識単数型、説明的知識複数羅列型、
説明的知識複数まとめ型の４つに類型化した。今
回の｢ 日本の諸地域｣ 学習においては、 厂地域の
特色ある事象や事柄を他の事象と有機的に関連付
けて追究する｣18)ことにより地域的特色をとらえ
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させることとしている
。地域の特色ある事象や事
柄すなわち中核となる地理的事象を成立させてい
る要因は
、１つではない。例えば、匚○○地方(区
分された地域)は
、全国に占める各産業の割合が
高い｣という地域の中核事象は
、様々な要因から
成り立っている
。つまり、中核事象を成立させて
いる地理的諸条件は複数あるので
、今回の厂日本
の諸地域｣学習における地域的特色は
、中核とな
る考察に関して原因
一結果の関係を示した複数の
説明的知識で表現されなければならない
。さらに、
それらを地域的特色としてまとまりの表現にした
匚説明的知識複数まとめ型｣で明示しているのは
１例のみである。
(4)分析視点４
：合理的意志決定過程への発展
日本の地域的特色を認識するだけでは
、社会科
の学習として十分ではない
。生徒が現実社会に出
た場合には
、さまざま価値判断が求めれれる。
その判断は
、未来社会についての予測をしての合
理的判断であることが求められる
。この判断をす
る力が合理的意志決定能力である
。 10事例中、合
理的意志決定過程への発展が見られたのは、１事
例だけであった
。
３．分析結果のまとめ
平成20年版匚日本の諸地域｣学習の授業分析を
行い、結果の考察から明らかになったことは、以
下の４点である。
剛　授業の中核となる学習問題の質が
、習得され
る知識の質に直結している
。応用力のある、よ
り質の高い知識を習得させるためには
、授業で
習得させるべき概念的知識
・説明的知識を明示
すること
、授業の中核となる学習問題が｢‾Whｙ
型｣であること、問いと知識を構造化すること
が必要である。
(2)単元内で習得した知識を活用する場面がほと
んど設定されていない
。このため習得知識の成
長がない
。これら習得知識の活用場面を意図的・
計画的に授業に組み込めば知識の成長を図るこ
とができる。
(3)学習のまとめ段階にあたる地域的特色のまと
めが不十分である
。地域的特色を匚説明的知識
複数まとめ型｣で表すことが必要である
。
(4)合理的意志決定能力の育成過程の設定が不十
-
分である
。合理的意志決定過程を授業モデルに
組み込むことが必要である。
IV.習得した知識の活用場面を組み込んだ「日本
の諸地域」学習の授業構成理論の提案１．習得した知識の活用
斑目文雄は、習得した知識の活用について以下
のように述べている。
九州地方の北九州工業地帯において学習された立
地要因についての思考は
、さらに中国四国地方の岡
山南新産都市や新居浜の工業都市の学習においては、
いっそう深められた形において思考力を訓練し、育
成しなければならない。
北九州において
、工業地帯集積の要因として、港
湾
、工業用地、動力源としての石炭、工業用水、原
料補給地および製品市場との地理的位置などが思考
されたとすれば
、新居浜においては、それらを一様
吟味するとともにさらに深めて工業立地要因が発展
的歴史的にいかなる変容を示すものか
、初期に鉱山
に依存した工業育成の要因がいかにして港湾依存の
工業に変化していったか等
、より高次の思考訓練の
場にならねばならない19）。
匚日本の諸地域」学習においても獲得させたい
知識・概念を明示し、それらを段階的に活用する
場面を設定することで
、習得した知識・概念をよ
り高次なもに作りかえることができると考える
。
２．社会認識形成をめざす厂日本の諸地域」学習
平成20年版「‾日本の諸地域」の学習活動は
、大
きく次のような３つの段階を経る。
Ｉ地域の特色を示す地理的事象を見いだす段階ｎ中核事象と他の事象とを関連付けて追究する
Ⅲ追究の過程や結果を表現する段階
Ｉは
、情報の収集・分類・比較から問いの発見、
仮説の設定までの段階である
。中核となる地理的
事象を見いだし
、「○○という地方（区分された地
域）には△△という特徴的な事象が見られるＯそ
れはなぜか
。」というように見いだされた地理的
事象を基に単元を貫く匚なぜ疑問
」の学習課題を
設定する
。この匚なぜ疑問」で示された学習課題
の解は
、この単元で習得させるべき説明的知識
（上位の説明的知識）である
。
Ｈは、仮説の根拠とな資料の収集、検証の段
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階である。地域の特色は、様々な事象が結び付き、
影響を及ぼし合って成り立っている。そこで、ｎ
の段階では、問いを構造化し、 さらに下位のいく
つかの問いに細分化して中核となる地理的事象が
見られる原因を他の事象と関連付け地域的特色を
明らかにする。中核となる地理的事象を成立させ
ている地理的諸条件は複数あるので、地域的特色
は事象間の原因と結果を示した複数の説明的知識
（上位の説明的知識を構成する下位の説明的知識）
で説明することができる20）。その際、先に習得し
た説明的知識を、後から習得する説明的知識の習
得場面に活用させる。このことで、説明的知識や
説明的知識の背景にある概念的知識 は、段階的に
成長する。
Ⅲは、まとめ、応用、新しい問いの発見の段階
である。複数の説明的知識が、区分した地域全体
に当てはまるかを吟味した上で、 複数の説明的知
識を地域的特色（＝上位の説明的知識）としてま
とめる。さらに、複数の説明的知識から概念的知
識を抽出する。
３．合理的意志決定過程を組み込んだ新しい 匚日
本の諸地域」学習
認識内容 の習得の後に価値論争問題を扱い、事
実の分析的検討→未来予測→価値判断と進むこと
で合理的意志決定能力は育成することができる。
新しい 匚日本の諸地域」学習では以下のような
３つのパターンで合理的意志決定過程を組み込む
ことが可能である。
匚日本の諸地域」学習の１つの考察そのも
のに合理的意志決定過程を組み込む。
② 「‾日本 の諸地域」学習の学校所在地を含む
地域の考察に 匚身近な地域の調査」を結びつ
け大単元とし、その中に合理的意志決定過程
を組み込む。
③　匚日本 の諸地域」学習の７つの考察を行っ
た後、 そこで、習得した知識や概念を活用し
て、後に行う「‾身近な地域の調査」の中に合
理的意志決定過程を組み込む。
本モデルは、パターン①に基づいて作成した。
[バターン①]
COSの中項目名 単元名 （例） 学習過程 育成する力
日本の諸地域
人口や雹阨・村落
を中核とした考察
(近畿地方〉
概念探究
価値判断
図
↓
匹 司
↓
匹 司
社会認識
市民的資質
合理的愆志決定能力
(COS は､ Ｃ・ｕｒｓ ofSｔｕdｙ=字習指導要領の略）
Ｖ ． 単 元 モ デ ル 「 人 口 や 都 市 村 落 を 中 核 に し た 考
察 （ 近 畿 地 方 ）」 の 提 案
１ ． 授 業 設 計 の 方 法
出 習 得 す べ き 概 念 的 知 識 の 抽 出
平 成20 年 版 匚日 本 の 諸 地 域 」 学 習 に お い て は 、
応 用 力 の あ る 、 よ り 質 の 高 い 知 識 を 習 得 さ せ る た
め に 、 授 業 で 習 得 さ せ る べ き 概 念 的 知 識 ・ 説 明 的
知 識 を 明 示 す る 必 要 が あ る 。
米 田 豊 は 、 平 成20 年 版 の 「 学 習 指 導 要 領 」 及
び 匚解 説 編 」 に 記 さ れ た 中 核 考 察 ご と の 学 習 構 想
を 匚中 核 考 察 の 分 析 表 」 と し て 整 理 し 、 匚考 察 の
内 容 に つ い て は 、 概 念 、 概 念 的 知 識 で 明 示 さ れ て
い る こ と が 少 な い 。」21） と し た う え で 、 次 の よ う
に 述 べ て い る 。
解 説 に 概 念 的 知 識 が 、 明 示 さ れ て い る と き は 、 そ
の 内 容 を 検 討 す る 。 明 示 さ れ て い な い と き は 、 社 会
諸 科 学 の 研 究 成 果 か ら 、 概 念 的 知 識 を 抽 出 す る 气
匚人 口 や 都 市 ・ 村 落 を 中 核 と し た 考 察 」 に お い
て は 、『 解 説 編 』 で も 、 習 得 さ せ る べ き 概 念 的 知
識 は 、 明 示 さ れ て い な い 。 し た が っ て 、 本 論 で は 、
米 田 の 理 論 に 依 拠 し 、 社 会 諸 科 学 の 研 究 成 果 か ら
概 念 的 知 識 を 抽 出 す る こ と に す る 。
本 授 業 モ デ ル で は 、 地 理 学 を 中 心 と す る 社 会 諸
科 学 か ら 、 ど の よ う な 概 念 的 知 識 を 習 得 さ せ る べ
き か を 抽 出 す る 。
そ の 際 、 手 が か り と な る の は 、 平 成20 年 版 に 示
さ れ た 匚人 口 や 都 市 ・ 村 落 を 中 核 と し た 考 察 」 の
中 核 事 象 で あ る 。 厂人 口 や 都 市 ・ 村 落 を 中 核 と し
た 考 察 」 の 中 核 事 象 は 、 ① 地 域 の 人 口 の 分 布 や 動
態 、 ② 都 市 ・ 村 落 の 立 地 、 の ２ つ で あ る 。 こ の う
ち 本 モ デ ル で は 、 主 に 地 域 の 人 口 の 分 布 や 動 態 に
関 し て 、 地 理 学 を 中 心 と す る 社 会 諸 科 学 の 研 究 成
果 か ら 概 念 的 知 識 を 抽 出 す る 。 地 域 の 人 口 の 分 布
や 動 態 に お け る 概 念 的 知 識 を 抽 出 す る 際 に 参 考 に
し た 地 理 学 、 経 済 学 、 社 会 学 の 文 献 は 、 以 下 の と
お り で あ る
Ｏ
な お 、 経 済 学 、 社 会 学 に つ い て は 、
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地理学のように主要な雑誌の論文からは適切な概念が抽出できなかったため書籍からの概念抽出を
行ったＯ
［概念的知識の抽出に使用した文献］匝 手］
・筒井一伸「‾中国地方の山村過疎村における一地
域振興の実態分析」
，匚人文地理」第51巻，第１
号, 1999, pp.87-103・作野広和匚広島県山間集落における過疎化過程
の地域的差異」，匚人文地理」第46巻，第１号，
1994, pp.22-40・後藤寛匚日本における都心地域の空間形状の特
性と動向」
，匚地理学評論」70A-10, 997,
pp.625-641
・宮澤仁，阿部隆匚1990年代後半の東京都心部に
おける人口回復と住民構成の変化
」，「‾地理学評
論
」78-13, 2005, pp.893-912
・作野広和匚過疎的農山村における低次中心地の
存立構造」，匚人文地理」第48巻，第６号, 1996,
pp. 1-23
・筒井一伸匚中国地方の過疎山村における一地域
振興の実態分析］，匚人文地理」第51巻，第１号，
1999, pp.87-103・作野広和匚過疎的農山村における低次中心地の
存立構造」，匚人文地理」第48巻第６号, 1996,
pp. 1-23
・中條暁仁匚過疎山村における女性高齢者の農作
物加工とその性格」
，匚人文地理」第57巻，第６
号, 2005, pp.80-95・梶田真匚過疎概念の採用・変質・制度化と地方
交付税」，匚人文地理」第56巻，第４号, 2004,
pp.45-61
縦 列
・渡辺真知子『地域経済と人口』日本評論社，
1994
・斎藤晴造『過疎の実証分析』法政大学出版局，
1976田爾
・山本努『現代過疎問題の研究』恒星社厚生閣，
1996
これらの論文及び書籍から
，抽出した地域の人
口の分布や動態に関する概念的知識は，以下のと
おりである。
①　地域の人口分布や動態は
、地理的要因と社
会
・経済的要因とが関連している。
②　地域の人口増減は、地域の経済的自立性の
影響を受ける。
③　地域の人口増減は
、就業の中心である都市
または集落との実質的距離によって規定され
る。
④　人口の減少(過疎化)は、社会減少から自然
減少へと進む
⑤　人口の激減は、一定の集落規模以下におい
て急速に進む。
⑥　人口移動は産業構造と関係がある
。
⑦　人は雇用機会やよりよい生活環境を求めて
移動する。
⑧　人口減少の結果
、人口密度が減少し、年齢
構成の高齢化が進み
、従来の生活パターンの
維持が困難となりつつある地域では、過疎問
題が生じる。
これら①～⑧の地域の人口の分布や動態に関す
る概念的知識には
、階層性がある。①は、②・③
の概念的知識を包含している。また、②・③は、
④^‘⑧の概念的知識を　　　　　　a)
包含しているこれを
止
右のように図示する。　　　　　④⑤⑥⑦⑧
相対的にみて
、①の【図１】概念的纖の鬪性ｲﾒｰｼﾞ
概念的知識は
、②・③の概念的知識より一般化・
抽象化されており
、④～⑧の概念的知識は、より
特殊化
・具体化ざれている。そこで、本モデルで
は
、②・③の概念的知識をあわせて、①の概念的
知識を具体化する形で
、習得すべき概念的知識を
以下のように設定する。
人口の増減は
、就業の中心地である都市との実
質的距離と、地域の経済的自立性が影響する。
(2)知識の構造化
概念的知識を習得させるためには
、概念的知識
と
、単元で扱う学習材とを結びつけた説明的知識
を明示し
、知識の構造化を図る必要がある。
厂人口や都市
・村落を中核とした考察｣におい
て
、前述の概念的知識を習得させるため、近畿地
方を区分地域とする
。近畿地方を区分地域とする
のは、まず、人口の動態(直近の国勢調査、Ｈ12
－86－
～H17 年） において、人口増加率が高い市と人口
減少率の高い町村をそれぞれ複数含むのは近畿地
方のみだからである。次に、近畿地方は、人口の
分布において、京阪神の平野、盆地部に人口密度
が高い地域が集中し、北部・南部の中山間部では、
人口密度が低い地域が集中するなど、特徴的な地
理的事象がみられる。 このような理由から、「人
口や都市・村落を中核とした考察」を近畿地方を
地域区分として行う。
授業モデルでは、近畿地方の中で、人口増加率
が高い市として香芝市、栗東市を、人口減少率の
高い町村として川上村、旧家島町（現姫路市家島
（3）単元構想図
大き な問い ：
町）を取り上げる。 この4つの市町村を取り上げ
るのは、以下の理由からである。
①　 香芝市、 栗東市は、H12 ～H17 年の人口増
加率が近畿地方の中で、上位１・２位であり、
川上村、 旧家 島町は、H12 ～H17 年の人口減
少率が近畿地方の中で、上位１・３位であり、
概念的知識がもっとも特徴的に表れる具体的
事例（地理的事象） が見られる。
②　 ①に加え、香芝市、川上村は、筆者の勤務
校である橿原市と同じ奈良県にあり、生徒に
とって既習知識や経験を他の地域よりも多 く
生かすことができる。
なぜ、近畿地方には人口増加率が高い市町村と人口減少率の高い市町村の
両方かおるのだろうＯ
こ
問い１：なぜ、奈良
県香芝市は人口増加
率が全国３位(上位)なのだろう。
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
２：なぜ、滋賀
東市は人 口増加
全国６位( 上位)
のだろうO
皿
問い３：なぜ、奈良
県
川上村は人口減少
率が全国４位(上位)
なのだろう。
問い４：なぜ､兵庫県
家島町(現姫路市)は
人口減少率が全国15
位(上位)なのだろう。
皿
し て い る 。
?
?
皿
説明的知識２：
栗東市は、名神高
速道 路のインターが
あり輸送の便がよい
ため、
多くの企業が
立地している。その
?
?
?
?
?
?
?
?
仮説設定に習得
知識を活用
皿
説明的知識３：
林業が主要産業であ
る川上村は長期 の林
業 不振により人 口が
減少していたO昭和63
そのため、人 口減少
率が高いO
仮説設定に習得
知識を活用
-
概念的知識３：
人記厘雎斌、大都
市との実質的距離
とともに、地域の
経済的自立性が影
響する。
87 －
匹
[社会事象に対する価値判断]
⇒ 問い５：
滋賀県や
は、
大都市
距離を短縮
発
展させる
道新幹線び
(仮称) の建
べきか。
?
?
?
?
?
?
東 市な
の実質
、地域
めに東
こ栗東
を凍結
?
?
?
?
?
?
習得した知識・概念の
活用場面ｍ
概念的知識１：
人口増加は、就業
の中心地である大一
都市との実質的距
離が影響する。
⇒
知
識
概
念
の
⇒
知
識
概
念
の
瞻
概念的知識２：
ﾑ 蕊膣彑 詼、大都一
市との実質的距離
とともに、地域の
経済的 自立性が影
響 す る 。
-
竕
（4）単元の構想
木授業で習得させたい概念的知識は
、匚人口の
増減は
、就業の中心地である都市との実質的距離
と地域の経済自立性が影響する
」である。
①［第１次］第１次では
、H12～17年における
市町村別の人口増減率を示した資料をもとに
、近
畿地方の特色を示す地理的事象を見いだし
、そこ
から単元を貫く大きな問い匚なぜ
、近畿地方には
人口増加率が高い市と低い町村の両方があるのだ
ろう」を設定する。
②［第２次］この概念的知識を習得するために
、
香芝市を事例に
、厂香芝市は、通勤・通学の利便
性が高く
、居住環境のよい地域であるため、都市
や他の地域から人口が流入する
。」という就業の
中心地との実質的距離についての説明的知識を習
得させる。
③［第３次］次に
、その習得した説明的知識を
もとに栗東の人口増加の原因を予測する
。栗東市
の人口増加の原因には
、香芝市と同様の「就業中
心地との距離が近い
」という交通面（交通との有
機的な関連）の理由に加え
、地域で産業が発達し
ているという匚経済自立性（中心性）」という産業
面（産業との有機的な関連）の理由が加わる
。
第２次で習得した説明的知識を活用することで
、
本次の新たな問いに対しての仮説が設定できる
。
しかし
、それだけでは、栗東市の人口増加のすべ
てを説明できないため
、検証の結果、新たに経済
自立性についての説明的知識が付加される
。これ
により
、習得していた説明的知識は、より高次な
ものに修正される
。このような学習過程を意図的
に組み込むことで生徒の思考力は段階的に育成さ
れる。
④［第４次］川上村と家島町は
、人口増減率が
高い地域の理由の逆を考えるために設定した。このことを次のように示す。
香芝市=Ａ
栗東市=Ａ十Ｂ
川上村=（-Ａ）十（-Ｂ）家島町= (-A)十(-B)
-
つまり
、第３次までに習得した説明的知識を活
用し
、その逆を考えることで、川上村の人口減少
についての仮説が立てられる
。家島町も同様であ
る
。また、川上村の林業の衰退やダム建設に伴う
移転による生活の変化は
、匚解説編」に示された
匚人口や都市・村落を中核とした考察」の匚人々
の生活や産業などと関連付け」に合致する。
⑤［第５次］（第１時）
第５次は
、単元のまとめにあたる。そこで、第
１時では
、まず、これまでに習得した４つの習得
した説明的知識から匚人口の増減は
、就業の中心
地である都市との実質的距離と
、地域の経済的自
立性が影響する。」という概念的知識を抽出する
学習過程を組み込む。
次に
、抽出した概念的知識が４事例だけでなく
近畿地方全体に当てはまるかを確かめる学習過程
を組み込む
。近畿地方の地図用いて、抽出した
概念的知識が４つの市町村だけではなく
、人口増
減率が大きい守山市・京田辺市・精華町・木津町・
御所市
・天川村・高野町についても確認する。こ
のことにより
、抽出した概念的知識が、近畿地方
全体にで当てはまることが分かる
。
最後に
、習得した複数の説明的知識から近畿地
方の地域的特色をまとめる学習過程を組み込む
。
人口や都市
・村落を中核とした場合の近畿地方の
地域的特色は、具体的には次のようなものである。
近畿地方は、京阪神を中心とした大都市部と交通網で密接に結ばれることで人口が増加してい
る地域がある。また、それに加え高速道路網で他地域と結びつき安価な地価と豊かな労働力を背景に近年産業がさかんになって、経済自立性
を備え人口が増加している地域がある。その反面、紀伊山地や近畿地方北部では、就業可能な
中心都市との実質的距離が遠く、さらに産業構
造の変化により主要産業が衰退し経済自立性が弱まったため人口が減少し続けている地域がある。
（第２時）第５次の最終段階では
、単元のまとめ
として
、合理的意志決定過程を組み込む。近畿地
方における人口や都市
・村落に関わる価値論争問
題として
、びわこ栗東駅の建設問題を取り上げる。
事実の分析的検討→未来予測の段階では、前次
までに習得した知識
・概念を活用し、新駅の開設
による大都市との実質的距離の短縮が地域に与え
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概念賍藺Ａ=都市との実質的距離が近い
。
椒念賍牋Ｂ=地域の縊済自t立性が高い。
る影響を考えさせる。その上で財政負担が増加す　　 （5）授業モデルの実際
るというデメリットなども検討し、価値判断を行　　　　 先に示した授業設計の方法を踏まえ、開発した
うことで、合理的意志決定能力が育成できると考　　　 授業モデルを示す。ここでは、第３次の仮説の設
える。これは、探究２の学習過程である。　　　　　　 定 に第 ２次の習得知識を活用している部分を学習
指導案の形で示す。
第 ３次［探究１］の指導過程
①目標
・香芝市の人口増加の理由（大阪への通勤の利便性）を活用し、栗東市の人口増加の原因の1つである京都・
大阪への通勤の利便性を考察する。（思考・判断）
・ 栗東市の人口増加は、京阪神への通勤圈に位置するという交通面に加え、地域で産業 が発達してい
るという経済自立性が影響していることを理解する。（知識・理解）
②展開
段
階
学習活動 主な発問(○)
習得する知識(○) 予想される生徒の反応　・)習得知識の活用場面([ｹj)
指導上の留意点( ＊)
資料
問
い
仮説
の
設定
1. 前時の学習活動を
確認する。
2. 本時の問いを設定
する。
＜本時の学習課題＞
○香芝市は、なぜ、人口
増加率が全国 ３位にな
れたのだろう。
○近畿地方で、H12 ～17
年 の間に人口増加率が
香芝市の次に高い市は
どこだろう。
○近畿地方でH112 ～17
年 の間に人口増加率が
香芝市に次いで高かっ
たのは、滋賀県栗東市
である。
一　 既習の説明的知識A　 －
・香芝市は、大阪への通勤
・通学の利便性が高いo ま
た、大阪中心部に比べ自然
環境がよい。このような理
由から、主要な産業がない
にもかかわらず、大阪中心
部に対するベッドタウンと
して転入者が増加したため、
人口増加率が全国 ３ 位にな
ったo
・資料 ３｢ 人口増減
率表(市)｣
・資料 ４｢ 人口増減
率表(町村)｣
・大阪への移動が近く、自然
環境や住宅環境のよい市。
・大阪府以外のどこかの市。
：　　　　　　　 なぜ、栗東市は、人口増加率が全国６位（上位）なのだろう。（問いＢ）　　　　　　　：
3. 問いに対する予想
を立てる。
4. 予想をまとめ仮説
に高める。
＜仮説＞
○問いに対する予想を地
図を用いて立ててみよ
うｏ
Ｏ予想を整理してまとめ、
仮説にしてみよう。
＊前時に習得した知識を活用
して予想を立てるように指
示する。
＊予想が立てにくい生徒には、
交通面、自然環境面などの
視点を提示するo
口 大阪には、遠いけどそれに
次ぐ大都市の京都への通勤
・通学に都合がよさそうo
口 大阪・京都方面とは名神高
速道路でつなかつているねo
E] 鉄道々は、ｍ 東海道本線
で大阪・京都方面とつなが
っているよ。
口 大阪や京都にから離れてい
る分、土地の値段が安く、
住宅環境がよいはず。
E] 大阪や京都に比べ、自然環
境もよいはずo
麟能繼胼オ繋甘言縦谷大 大ヤ膕
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Ⅵ。研究の成果と今後の課題１．研究の成果
研究の成果は
、以下のとおりである。
剛　習得した知識の活用場面を授業過程に
、意図
的
・計画的に組み込むことにより、概念的知識
を段階的に成長させることを中核にした平成20
年版匚日本の諸地域」学習の授業設計理論を提
案したこと。
（2）（1）の理論をもとに匚人口や都市・村落を中核
とした考察」を近畿地方を事例にして
、授業モ
デルを提案したこと
。
２．今後の課題
今後の課題は
、以下のとおりである。
剛　提案した授業モデルの有効陛を教育現場での
授業実践を通して明らかにしていくこと。
（2）授業モデルの授業実践を通して明らかになっ
た課題を分析
、検討し、提案た授業設計理論
をより有効性のあるものに修正・改善していく
こと。
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